自殺対策における内閣府の役割 by 森山 花鈴
























































































































































政策課題 法律名 施行日 備考











★ 2003年 1月 1日
構造改革特別区域計画の
認定事務
構造改革特別区域法 2003年 4月 1日
産業再生機構の認可等事
務
株式会社産業再生機構法 2003年 4月 10日
個人情報保護 個人情報保護法 2003年 5月 30日 消費者庁に移管





2003年 8月 1日 2009年 7月末まで
少子化社会対策 少子化社会対策基本法 ★ 2003年 9月 1日
地域再生計画認定等の事
務
地域再生法 2005年 4月 1日






日本学術会議 日本学術会議法 2005年 4月 1日 総務省から移管





















地方分権改革 地方分権改革推進法 2007年 4月 1日
統計委員会の事務 統計法 2007年 10月 1日
国家公務員の退職管理等
事務






★ 2009年 4月 1日
企業再生支援機構の認可
等事務
株式会社企業再生支援機構法 2009年 9月 28日
















総合特別区域法 2011年 8月 1日





★ 2011年 11月 28日 復興庁に移管
復興推進計画の認定等事
務
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































の 2001年 11月 6日の参議院内閣委員会における質問の中で，当時設置されたばかりの内閣府に自
殺対策の担当部署を設置することを求めている。この当時，厚生労働省では，あくまでもうつ病対
策の一環として自殺対策を実施していた。
3）『官報』第 4383号，2006年 7月 20日。











































































内閣府 1997「自殺対策推進室の設置について」府政共生第 402号（2007年 4月 2日付）。









総理府 1997「行政改革会議最終報告」（1997年 12月 3日付）。
高橋祥友 1997『自殺の心理学』講談社。
竹中治堅 2006『首相支配―日本政治の変貌』中公新書。
森山花鈴 2016「自殺対策における官民学の役割」『アカデミア』第 11号，pp. 59―87。
山本孝史 2005「プレス民主参議院大阪選挙区第 1総支部版」（2005年 7月号）。
『官報』第 4383号（2006年 7月 20日付）。
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The Role of The Cabinet Office in Relation 
to Suicide Prevention
Karin MORIYAMA
要　　約
　日本では，自殺の国家的予防法も解明されていない中で，議員立法により 2006年に「自殺対策基
本法」が成立し，2007年には自殺対策の主管課が内閣府政策統括官（共生社会政策担当）に設置さ
れた（2016年からは厚生労働省に移管）。自殺の問題は今や国家・地方自治体において取り組むべき
課題となり，2009年 5月には内閣府が地域自殺対策緊急強化基金を造成し，都道府県に対して 100
億円の予算の配分が行われ，全国で様々な政策が展開されてきた。
　自殺の問題が「私的領域分野の問題」ではなく国家が介入すべき社会的な問題として政府に認識さ
れ，全国的に展開されるようになった要因のひとつには内閣府の存在がある。
　本研究では，内閣府内部の組織編制の在り方を分析することで，内閣府の役割及びその限界を検討
することとしたい。
